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子供の貧困対策に関する進捗状況
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講演の概要
■こども基本法の成立

こどもの人権、最善の利益、意見表明等が定められた。

今後のこども・若者政策のベースとなるもの

■こども家庭庁のスタートとそのための準備

（こども政策の推進に係る有識者会議 8回）

こどもを社会の真ん中に据えて、こどもの視点、子育て当事者

の視点に立ったこども政策についての報告書・・こども家庭庁に送

る

■子供の貧困対策に関するフォローアップ作業と報告書

（子供の貧困対策に関する有識者会議）・・・こども家庭庁に送る

■こども大綱（2023年9月）

既存の「少子化対策大綱」「子供・若者育成支援推進大綱」「子供の貧困対策に関する大綱」の内

容を含むこととされている。

■こども家庭庁の組織のどこに、子供の貧困は位置付くか

■「こどもの貧困」への取り組みのこれから
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こども基本法への道 2022年６月
■ 1994年 子どもの権利条約批准

当時の政府は国内法ですでに子どもの権利は守られているという姿勢で、国内法の整備を行

わなかった。しかし現実には条約を国内法におとしこまなくては、なかなかその理念や実践は

浸透しない。

■ 子どもの権利条約の一般原則

１．生命、生存および発達に対する権利

２．子どもの意見の尊重

３．子どもの最善の利益

４．差別の禁止

しかし、こどもの権利条約の認知度は低い
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こども基本法への道
■当時と今と子どもの状況は大きく変化

〇自分に満足 45.1% 自分には長所がある 62.3%

〇 自分で国や社会を変えられると思う 18.3%

〇7人に１人の子どもが相対的貧困状態

〇児相の虐待相談件数は2021年度21万件、10年間で3.5倍に

〇 いじめ件数は７万件から52万件へ7.4倍

〇自死 400人超 小中学生不登校 約20万人（中学生24人に１人）

〇 子どもの数は38年連続減少
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こども基本法の理念とこどもの貧困

■こどもの声を聴く、とは

大臣や知事・・・が聴いて「政策に反映する」だけでいいの

か？

■声を発することのできないこどもの声をどうやって聴くのか

こどもの声を代弁するアドボカシーの重要性

個別事案のアドボカシーと、こども全体事案のアドボカシー

■こどもの権利を守る機関が必要 こどもの相談・救済機関
（こどもコミッショナー制度、こどもの相談・救済機関の制度など） 2022年10月現在43自治体

■少子化対策とこどもの貧困対策の関係
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